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1はじめに

⚫ 当社は、再生可能エネルギーの導入拡大と電力の安定供給の両立のため、太陽光発電設備※1

および風力発電設備※2を系統へ接続する場合、発電所側で蓄電池等を設置し、当社の周波
数調整に影響のないレベルまで出力変動を緩和していただくことを、接続にあたっての技術要件
（以下、「出力変動緩和要件」）としていました。

※1 出力2,000kW以上の太陽光発電設備 ※2 出力20kW以上の風力発電設備

⚫ 国の審議会※3において出力変動緩和要件の撤廃が決定されたことを受け、2023年7月1日より
出力変動緩和要件を不要とした接続検討の受付を開始しましたので、ご説明いたします。

※3 経済産業省 第45回系統ワーキンググループ
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⚫ 電力の安定供給のためには、常に北海道全体で需要と供給を一致させる必要があります。

⚫ 太陽光発電や風力発電は自然条件で発電量が大きく変わるため、これらの導入にあたっては、火
力発電など出力を調整できる電源（調整力）も併せて確保していく必要があります。

１．再生可能エネルギーの導入拡大と電力の安定供給の両立

太陽光発電の出力変動

風力発電の出力変動

電力需給のイメージ

出典：資源エネルギー庁ホームページ：スペシャルコンテンツ



3（参考）再生可能エネルギー連系量の見通し

（出典）北海道電力ネットワークHP掲載資料「事業計画（2023→2027）」
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⚫ 当社は、再生可能エネルギーの導入拡大と電力の安定供給の両立のため、太陽光発電設備※1

および風力発電設備※2を系統へ接続する場合、その出力変動が周波数維持や系統利用者に
影響を及ぼす可能性があるため、太陽光・風力発電所側で蓄電池等を設置し、当社の周波数調
整に影響のないレベルまで出力変動を緩和していただくことを、接続にあたっての技術要件（以下、
「出力変動緩和要件」）としていました。

※1 出力2,000kW以上の太陽光発電設備 ※2 出力20kW以上の風力発電設備

出典：（2021年2月25日）第29回系統ワーキンググループ資料4

２．出力変動緩和対策に関する技術要件
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⚫ 一方で調整力の確保の仕組みも見直されており、従来、年１回の公募を通じて確保されてきた調
整力は、2024年度より需給調整市場を通じてより柔軟に確保される予定です。

⚫ 調整力の調達方法の変更が予定されるなか、国の審議会等を含めた議論・検討を進めた結果、
今後における当該発電設備の出力変動に伴う影響については、当社が調達する調整力を活用
すること等により対応できる見込みとなりました。

⚫ そのため、2023年7月1日より、出力変動緩和要件を不要※とした接続検討の受付を開始する
ことといたしました。

※出力変動により他者に影響を及ぼすおそれがあるときは、出力変化率制限機能の具備等の対策を行っていただきます。（全国共通のルール）

出典：（2023年3月14日）第45回系統ワーキンググループ資料3-1

３．出力変動緩和対策に関する技術要件の撤廃について



6４．調整力の調達について

⚫ 出力変動緩和要件の撤廃により、今後新たに設置される太陽光発電や風力発電の出力変動に
対応するための調整力は、当社が需給調整市場から調達することとなります。

【従来】
調整力公募により調達

【今後】
需給調整市場で調達

出典：送配電網協議会ホームページ掲載資料「需給調整市場の概要・商品要件」を一部修正

※TSO：一般送配電事業者

※



7５．託送供給等約款別冊 系統連系技術要件改定について

⚫ 国の審議会で出力変動緩和要件の撤廃が整理されたことを受け、当該内容を弊社託送供給等
約款別冊 系統連系技術要件に反映しております。（実施日：2023年7月1日）

出典：（2023年6月16日）当社プレスリリース（託送供給等約款の変更届出について）
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⚫ 出力変動緩和要件の撤廃にあたっては、需給バランスの維持による電力の安定供給が大前提と
なります。

⚫ そのため、仮に調整力が不足した場合は、要件撤廃時点以降に接続検討の受付を行った電源を
対象に出力制御を行います。

⚫ このため、これらの電源については、契約申込時に、調整力不足による出力制御の対象となること
に同意する同意書をご提出いただきます。

６．調整力不足による出力制御

出典：（2023年3月14日 第45回系統ワーキンググループ 資料3-1
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⚫ 当社は、再生可能エネルギーの導入拡大と電力の安定供給の両立のため、太陽光発電設備※1および風力
発電設備※2を系統へ接続する場合、その出力変動が周波数維持や系統利用者に影響を及ぼす可能性が
あるため、太陽光・風力発電所側で蓄電池等を設置し、当社の周波数調整に影響のないレベルまで出力変
動を緩和していただくこと（出力変動緩和要件）を、接続にあたっての技術要件としていました。

⚫ 2023年7月1日より、出力変動緩和要件を不要とした接続検討の受付を開始いたしました。

※1 出力2,000kW以上の太陽光発電設備 ※2 出力20kW以上の風力発電設備

７．まとめ

2023年7月1日以降接続検討受付分から※32023年6月30日接続検討受付分まで

➢ 下記の出力変動緩和要件が必要となります。 ➢ 左記の出力変動緩和要件が不要となります。※4

➢ 同意書を提出いただきます。※1、2、5

※3 低圧においては契約申込み受付分から

※4 出力変動により他社に影響を及ぼすおそれがあるときは、出力
変化率制限機能の具備等の対策を行っていただきます。（全
国共通のルール）

※5 出力変動緩和要件の撤廃に伴い今後必要となる調整力は、
当社が需給調整市場等から調達することとなります。調整力の
必要量に対し調達量が不足した場合の扱い等に関する同意
書を、契約申込時にご提出いただきます。


